
グリーン水素： 
ネットゼロへの道を切り開く
2023年世界のグリーン水素に関するデロイトの見通しの概要
より詳細なインサイトはレポート全文をダウンロードしてご確認ください

世界中の政府や業界が世界のエネルギー安
全保障を強化しながら気候変動に対処しよう
とする中、グリーンエネルギーへの移行が勢
いを増しています。民間企業、研究機関、規
制当局、金融機関および各国政府は、組織や
サプライチェーン、セクター、さらには経済の
脱炭素化に取り組んでいます。

エネルギーミックスの最大の転換は再生可能
なエネルギー源による電力への転換ですが、
容易に電化できないセクター（排出削減が困
難なセクター）も存在します。世界がネットゼ
ロを達成するまでに、水素、特にグリーン水
素は非常に広く受け入れられており、早けれ
ば2030年にも世界のエネルギー資源の地
図を塗り替えるものと思われます。

再生可能エネルギー由来の電力を用いて水
を電気分解することで製造されるグリーン水
素の導入と普及は、世界のエネルギーミック
スを変え、各国経済の生産システムそのもの
に変革をもたらす可能性があります。実際、グ
リーン水素は新たな価値の源泉を解き放ち、
持続可能な経済発展に向けて成長の道筋を
示すことができます。

デロイトのレポート「グリーン水素：ネットゼロ
への道を切り開く」では、データに基づくモデ
ルベースの定量分析を活用し、ネットゼロに向
けて世界経済を活性化するクリーン水素の発
展について包括的な分析結果を示しています。
この見通しは、デロイトのHyPE（Hydrogen 
Pathway Explorer）モデルに依拠し、関連

する課題やボトルネックを浮き彫りにすること
で、クリーン水素経済の急速な発展に向けた
ビジョンを提示しています。本レポートは予測
というよりは、信頼できる最新のデータ、評価、
規制や政策の進展に基づき、この新たなエネ
ルギー転換の今後の展開について可能性の
あるシナリオを示したものです。

有効な気候変動対策を講じる時間的猶予が
なくなってきている今、政府や経営幹部、研究
者などが、エネルギー転換における水素の役
割に目を向け、気候中立を達成する上で極め
て重要な取り組みを慎重に検討することが肝
要です。　

https://www.deloitte.com/global/en/issues/climate/green-hydrogen.html?id=gx:2or:3pd:4green_hydrogen:5GC1000229:6abt:20230530:GCP100058:gh2_exec_summary
https://www.deloitte.com/global/en/issues/climate/green-hydrogen.html?id=gx:2or:3pd:4green_hydrogen:5GC1000229:6abt:20230530:GCP100058:gh2_exec_summary
https://www.deloitte.com/global/en/issues/climate/green-hydrogen.html?id=gx:2or:3pd:4green_hydrogen:5GC1000229:6abt:20230530:GCP100058:gh2_exec_summary


気候中立に向けた
クリーン水素の重要な役割

エネルギー転換が成長と持続可能な発展の必要条件であるとの認識
が深まる中、世界中のリーダーたちがネットゼロに向けてサプライ
チェーンや各国経済をシフトさせようと動き出していますが、変革の
ペースや規模をめぐっては、業界や国を超えて議論が続いています。
しかし、異論がほとんど出ない点もあります。それは、「地球温暖化を
2℃より十分低く保ち、気温上昇を1.5℃に抑える努力を追求する」1

というパリ協定で定められた目標に向けて各国経済の足並みを揃え
るためには、化石燃料を動力源とするレガシーシステムを再生可能エ
ネルギーなどの低炭素エネルギー源に置き換える必要があるという
ことです。

上述のように、低炭素技術ソリューションを活用した電化が根本的な
解決法のように思われますが、特に重工業や輸送といった排出削減が
困難なセクターの脱炭素化に関しては、現実的な障壁に直面していま
す。高温加熱や化学品の原料供給、大型貨物などの活動を完全に電
化するのは確かに困難です。さらに、価格が下落する中、風力発電や
太陽光発電が拡大し続ければ、その変動性を電力系統で考慮するこ
とが必要となり、ネットワークの安定性の問題が生じる可能性があり
ます。

現在クリーン水素は、これらの限界を克服することのできるブレーク
スルーテクノロジーとして注目されており2、世界的なエネルギー転換
の全範囲にわたって大きな役割を果たすことができます。クリーン水
素は、燃料電池や発電に直接利用したり、アンモニア、メタノール、持
続可能な航空燃料（SAF）など、特定の産業や輸送用途に適した派生
物を製造するための原料として使用したりできる汎用性の高い分子 3

です。

水素の供給は現在、炭素集約度の高い（年間1ギガトン以上の二酸
化炭素排出量）天然ガスの改質と石炭のガス化にほぼ全面的に依存
しています。真のブレークスルーは、クリーン水素により現在の供給が
脱炭素化され、新たな最終消費が大規模に開発される可能性を秘め
ていることにあります4。再生可能エネルギー由来の電気で水を電気
分解することで製造されるグリーン水素は、最も有望かつ真に持続可
能なテクノロジーです。天然ガスと二酸化炭素回収・貯留技術を組み
合わせて製造されるブルー水素も、メタン排出やCCSに関する厳しい
基準を満たせば、「クリーン」と表示することができるでしょう。

今回の分析では、水素市場が2030年の年間売上高6,420億米ドル
から2050年には年間1.4兆米ドルへと着実に成長し、グリーン水素
が市場の約85%を占め、うち20%が世界中で取引されることが示さ
れました。この分析の意義は二つあります。第一に、水素貿易は、世
界経済の脱炭素化を最低コストで実現する上で不可欠であるというこ
とです。第二に、グリーン水素の生産と輸出は、オーストラリアや米国
などの国々や湾岸諸国のような地域だけでなく、アフリカ、中南米、
太平洋地域の発展途上国や新興国に、持続可能な開発に向けた世界
的な再編成をもたらすということです。包括的貿易は、地域の活動を
後押しし、貿易収支を改善し、世界的なエネルギー転換を促進するこ
とで、経済発展に拍車をかけることができます。デロイトの分析による
と、クリーン水素経済は2030年までに年間最大100万人の新規雇
用を創出し、その後の20年にわたってその2倍のペースで雇用を創出
（うち年間150万人は発展途上国での雇用）する可能性があることが
示唆されています。
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図1.クリーン水素の市場規模（単位：10億米ドル／年）、2030年～2050年

出所：HyPEモデルに基づくデロイトの分析 
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グリーン水素経済の出現：
デロイトの見通し

2050年までに気候中立を達成するために、クリーン水素市場は
2030年に170百万トン（MtH2eq）、2050年には600 MtH2eqまで
拡大する可能性があります。初期の需要は、肥料製造をはじめとする
既存の工業用の水素（95 MtH2eq）の脱炭素化に集中すると予想さ
れます5。その後、ネットゼロへの移行が急速な需要の伸びを下支えし、
脱炭素化に向けた汎用ソリューションとしての水素の役割を確固たる
ものにするでしょう。2050年までに、産業（鉄鋼、化学、セメント、高
温加熱）と輸送（航空、船舶、大型道路輸送）がクリーン水素の総需
要に占める割合は、それぞれ42%と36%になると見られます。全体
として、この見通しはクリーン水素が大幅な炭素排出削減をもたらす
ことを示しています。現在の最終消費を脱炭素化し、また新たな最終
消費を開発することで、2050年までに最大85 GtCO2eq（2021年に
おける世界のCO2排出量の2倍以上）の累積排出量削減を達成する
ことができるでしょう。

クリーン水素に対する需要は先進国で急速に高まると予想されます
が、クリーン水素は発展途上国にとっても持続可能な成長の大きな
チャンスとなるため、その結果として真のグローバル市場が徐々に構
築されていく可能性があります。しかしながら、30年足らずで新たな
主要産業を実現することによって、未成熟なバリューチェーンには、前
例のない課題がもたらされます。

プロジェクトの初期段階で採算が取れるかどうかは、公的支援にか
かっています。これを実証しているのが当初の主要な政府プログラム
であり、例として、米国のインフレ抑制法（IRA）やオーストラリアのク
リーン・エネルギー・ファイナンス・コーポレーション（CEFC）、EUの
「Fit-for-55」パッケージおよび「欧州共通利益に適合する重要プロ
ジェクト」（IPCEI）の資金提供プログラム、日本の需要側の研究開発（R
＆D）支援プログラムなどが挙げられます。実際、従来の炭素集約型
の水素製造コストは、気候への影響を十分に反映していません。クリー
ン水素、特にグリーン水素がコスト面で追いつくまでは、規模の経済
の活用やカーボンプライシングの強化による政府の支援が必要になる
でしょう。損益分岐点に達するのは、アンモニアが2030年、ガス状水
素が2035年、メタノールが2045年、SAFが2050年になるでしょう。
したがって、グリーン水素は時間の経過とともに採算が取れるように
なっていきます。世界の水素市場は、産業や輸送における新たな最終
消費に支えられて、需要に見合うよう供給能力が大幅に拡大し、
2050年までに成熟期に達する可能性があります。市場の成長により、
スポット市場が価格形成を支配するようになり、レジリエンス（回復力）
が向上し、最も競争力が高い地域に投資が向かうようになると予想さ
れます。

デロイトのモデリング結果によると、グリーン水素は最初から供給ミッ
クスの中心で、2050年には市場シェアが85%（500 MtH2eq以上）
に達する可能性があります。ブルー水素は初期段階の需要の増大に
寄与し、中東、北アフリカ、北米、オーストラリアなど、天然ガス資源
を活用できる地域での水素経済の出現を促進するでしょう。ブルー水
素は、生産量が2040年にほぼ125 MtH2eq（供給量の30%）でピー
クを迎えた後、より競争力のあるグリーン水素や、削減対策が講じら
れていないメタンや二酸化炭素の排出に対する環境規制の強化によ
り、徐々に淘汰されていくでしょう。

図2. クリーン水素がもたらす温室効果ガス排出削減効果、 
2030年～2050年

出所：デロイトの分析
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グリーン水素の輸入国・
輸出国候補の特定

国によって再生可能エネルギー資源や土地の利用可能性が異
なるため、実現可能なグリーン水素の生産コストや生産量に
大きな差が生じる可能性があります。国の消費傾向は、人口
規模や産業構造、経済発展によって異なり、国際貿易は消費
傾向と生産能力の乖離によって形成されます。供給に制約の
ある国は、需要の全てまたは一部を国際市場から調達するこ
とで調達コストの削減を図ることができます。一方、低コスト・
大量生産のポテンシャルがある国は、輸出を通じて収益の最
大化を追求することができるでしょう。

この図が示す通り、チリ、モロッコ、サウジアラビア、スペイン、
英国および日本は、輸入国・輸出国の分布において異なる位
置を占めています。

 • チリ北部は世界でも有数の日射量を有し、再生可能エネル
ギー輸出国としてのポテンシャルが高くなっています。  

 • モロッコは優れた太陽光・風力資源に恵まれており、EU
に近いという利点を生かした競争力の高い大規模生産産業
に適しています。

点と点をつなぐ
世界貿易

この見通しにおいて、主要地域間の貿易は世界貿易総量のほぼ5分
の1を占め、2050年には約110 MtH2eqに達する可能性があります。
最も一般的な製品は、長距離輸送が容易な水素派生物であるアンモ
ニア、メタノール、SAFです。アンモニアは水素輸送媒体にもなります
が、変換と再変換のステップが必要となります。2050年までに、4つ
の地域の合計が世界の水素生産量の約45%、貿易の90%を占める
ことになります。北アフリカとオーストラリアは国内需要に比べて輸出
ポテンシャルが最も高く（それぞれ44 MtH2eq、16 MtH2eq）、次いで
北米（24 MtH2eq）、中東（13 MtH2eq）となっています。また、南米と
サハラ以南のアフリカも世界貿易に積極的に参加し、貿易量の約
10%を占めることになるでしょう。輸入国としては、資源と土地の利
用可能性に制限がある日本と韓国が世界貿易への依存度が高く、
2030年から2050年にかけて需要の90%を輸入することになるで
しょう。欧州、中国およびインドは、相当量の水素を生産できるものの、
移行期においては輸入に依存する可能性が高いと考えられます。

2050年には、世界の主要地域間の貿易が年間2,800億米ドル以上
の輸出収入を生み出す可能性があります。主要輸出国としては、北ア
フリカ（年間1,100億米ドル）、北米（630億米ドル）、オーストラリア
（390億米ドル）、中東（200億米ドル）などが挙げられます。多角的
自由貿易は、コストを大幅に削減し、エネルギー安全保障を向上させ、
発展途上国や新興国市場の経済発展を促進することができます。また、
現在の化石燃料輸出国は、クリーン水素の輸出収入により、石油、天
然ガス、石炭の収入減を相殺することができるでしょう。

地域間貿易により、需要と低コストの供給との地理的ミスマッチを軽
減できると考えられます。最大の需要中心地（主に欧州諸国、日本、
韓国）の中には、需要に見合うだけの十分な水素を低コストで生産で
きる状況にない国もあるでしょう。それとは対照的に、オーストラリア
やアフリカおよび中南米の一部など、再生可能資源が豊富で利用可
能な土地が十分にある地域では、国内需要を上回る量のグリーン水
素を競争力のあるコストで生産できるでしょう。こうした相違から、貿
易の機会やそれに伴うコスト削減が生じるのは当然であり、いくつか
の国（オーストラリア、チリ、ドイツ、日本など）は将来的に、水素の輸
入国または輸出国となる可能性があります。グローバルサウスの再生
可能エネルギーのポテンシャルを活用するために、既にいくつかのパー
トナーシップや覚書が締結されています6。輸送インフラの多様化は、
世界貿易を促進する鍵となるでしょう。
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 • サウジアラビアは日射量が多く、利用可能な土地が豊富に
あるという利点があります。デロイトの見通しでは、サウジ
アラビアは2050年に国内需要の4倍に相当する39百万ト
ンの低コストグリーン水素を生産する見込みです。同国は既
にグリーン水素を輸出するためのいくつかの国際貿易協定
に参加しており、石油から経済を多様化するという同国の戦
略の構成要素となるでしょう7。

 • スペインは日射量が多いため、欧州におけるグリーン水素
製造の有力な候補地の一つとなっており、2050年には自給
自足に近い状態になっている可能性があります。しかし、ス
ペインはドイツをはじめとする近接する複数の需要国への
玄関口という地理的位置にあることから大量の輸入が見込
まれ、モロッコとのパイプライン接続や2022年12月に発
表された26億ドルのバルセロナ・マルセイユ間の水素パイ
プラインを含む汎欧州輸送インフラを活用することで、輸送
コストを最小限に抑えることができるでしょう8。

 • 英国は豊富な風力発電資源を有しており、デロイトの見通
しによれば、その潜在的な競争力をフルに発揮することで、
約7.5百万トンのグリーン水素の生産が可能になります。た
だし、英国水素戦略（UK Hydrogen Strategy）の更新が
示唆するように、2030年代に需要の大幅な増加が予測さ
れる9ため（デロイトの見通しでは2050年までに最大12
百万トンに達する見込み）、輸入が促進される可能性があり
ます。

 • 日本は、限られた再生可能エネルギーポテンシャルと海岸
線沿いの高い人口密度の組み合わせによる制約を受ける一
方で、高い経済工業化が国内需要を押し上げると見込まれ
ます。デロイトの見通しでは、日本は主要輸入国の一つとな
ります。

米国や中国のような大国にはさらなる制約があることは言及
しておく価値があるでしょう。特に、生産に適した利用可能な
土地（例えば砂漠地帯）が消費地や輸出拠点から離れている
場合、輸送コストが高くなり、また長距離の内部輸送インフラ
を整備することが技術的に困難なため、競争力のある供給を
行うポテンシャルが制限される可能性があります。

化石燃料から
クリーン水素に投資を
振り向ける
この見通しで具体的に示されている2050年のネットゼロ準拠への道
筋を作るには、世界の水素サプライチェーンに9兆米ドル以上の累積
投資を行う必要があると推定されており、うち3.1兆米ドルは発展途
上国への投資となります。途方もない金額に聞こえるかもしれません
が、実は、今後25年間で換算した年間平均投資額は、2022年に石
油・ガス生産に費やされた4,170億米ドルを下回っています。政府や
企業が石油・ガスへの支出をクリーン水素に振り向けることができれ
ば、この投資は実現可能な試みであると思われます。デロイトの見通
しでは、主要消費地域であると同時に生産の半分以上を占める中国、
欧州および北米が、それぞれ2兆米ドル、1.2兆米ドル、1兆米ドルを
投資することが示唆されています。また、北アフリカで9,000億米ドル、
南米で4,000億米ドル、サハラ以南のアフリカと中米でそれぞれ
3,000億米ドルが調達されるなど、発展途上国や新興経済国におい
ても多額の資金が調達されることになります。これらの地域において、
グリーン水素経済の発展は海外からの投資を呼び込むまたとないチャ
ンスとなるでしょう。
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政策立案者は以下の三つの要素に注目する必要があります。

気候重視の市場に向けた基盤整備。政策立案者は、成長見通しの可視性と信頼性を高めることので
きる国家戦略や地域戦略を策定するとよいでしょう。強固な共通のクリーン水素認証プロセスを用い
ることで、透明性を確保し、技術の囲い込みを回避することができます。国際協力は、政治的摩擦を
緩和し、公平な競争の場を確保する上で不可欠な要素です。

長期的なレジリエンスの確保。立ち上げ時のコストのかか
るボトルネックを回避し、市場のレジリエンスを強化するた
めに、国家戦略は貿易相手国から設備や原材料のサプラ
イヤーに至るまで、バリューチェーン全体の多様化を目
指すべきです。また、クリーン水素の輸送（パイプライン
や海路）や貯蔵（戦略的備蓄）のためのインフラ設計に
も広範な公的支援を充てる必要があります。政府は、地
域統合の強化を含め、エネルギー、気候および開発に
関する政策の相乗効果を高めるために、国際協力を推
進すべきです。

ビジネスケースの構築。政策立案者は、的を絞った手段（例えば、義務化、直接補助金、炭素差額
契約（CCfD）、財政インセンティブ、公的保証、水素ベースの製品のターゲットや市場の創出）を利
用することで、クリーン技術と化石燃料技術のコスト差を縮小することができます。ドイツの
「H2Globalプロジェクト」11のようなオフテイク（長期供給）の仕組みを活用することで、プロジェク
トのリスクを大幅に軽減し、価格と支払い意思額との差分を埋め、 
価格の安定性を強化できます。

将来を見据えた政策の実施

確固とした政策支援により、クリーン水素経済が拡大し、特に気候中立に向けグリーン水素が
必要な役割を果たせるようになります。現在までに、140カ国以上（合計で世界のCO2排出量
の88%を占める国々10）がネットゼロ目標を採択しています。それにもかかわらず、世界中で
発表されているクリーン水素プロジェクトでは2030年までに合計44 MtH2eq、つまりこの需
要シナリオの4分の1の生産能力しか得られません。初期のプロジェクト（パイロットプロジェ
クトや一連のうちの最初のプロジェクトなど）が同じ土俵で競争し、市場に参入し、規模の経
済を生み出せるようにするためには、クリーン水素に的を絞った政策支援を実施することが極
めて重要といえるでしょう。

グリーン水素：ネットゼロへの道を切り開く  | 2023年世界のグリーン水素に関するデロイトの見通しの概要

6



より詳細なインサイトは
レポート全文をダウンロードして
ご確認ください
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クリーン水素市場の出現は、バリューチェーンの各段階においてチャ
ンスと課題をもたらします。カーボンニュートラルの達成には、既存
の水素供給の脱炭素化だけでなく、水素供給規模を6倍以上に拡大
し、エネルギー転換に不可欠な新たな用途をカバーできるようにする
必要があります。そのためには、技術開発（燃料電池、直接還元鉄、
持続可能な航空燃料）や製造能力（電解槽、ソーラーパネル、風力ター
ビン）、インフラ（製造、輸送、貯蔵施設）をかつてないほど強化する
とともに、新たなサプライチェーンを構築し世界的な水素貿易を確立
することも必要となるでしょう12。

世界のバリューチェーンがどのような道筋をたどるかについては大き
な不確実性が残っており、供給技術と関連するリーダーシップ、生産・
消費地とその結果としてのエネルギー貿易ルート、水素の用途の選択
に左右されます13。これらの決定によって、政府（エネルギー安全保
障や産業政策）、エネルギー供給業者・公益事業者、機器メーカー、
消費者、輸送関係者（船舶会社や港湾施設管理者）など、水素経済
の様々な利害関係者の間に対立が生まれる可能性があります。

しかし、「2050年までにカーボンニュートラルで包括的なクリーン水
素経済を出現させる」という目標に変わりはありません。デロイトの
見通しの前提は、今世紀半ばまでに世界経済がカーボンニュートラル
を達成し、政府と企業が積極的に財政上の課題や地政学的問題に取
り組み、グローバルサウスが重要な役割を果たすことで自由なクリー
ン水素貿易が様々な方法で展開されるようになるというものです。公
平な成長機会を創出し、様々な水素バリューチェーンを用いて世界の
エネルギー安全保障を向上させ、サプライチェーンの寸断リスクを低
減しつつ、遅滞なく地球温暖化対策を進めるためには、このような高
い目標が必要となるでしょう14。
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